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１．不良債権比率

不良債権比率（金融再生法開示債権比率）の推移

※貸倒引当金控除後の不良債権比率を計算する場合、不良債権の額から個別貸倒引当金の額と要管理先に対する一般貸倒引当金の額を控除している。これは、要管理先の要
管理債権のみに対する一般貸倒引当金の額が不明のためであるが、念のため、「要管理先債権に対する一般貸倒引当金」を「要管理債権の額／要管理先債権の額」で按分したも
のを「要管理債権に対する一般貸倒引当金」と見た場合の数値を（）書きで表示した。

表面上の不良債権比率

貸倒引当金控除後の
「実質の」不良債権比率

（※破線部分は中計の計画値）

(5.20%)

(4.61%)

(3.45%)

(2.90%)
(2.35%) (2.20%)

(2.51%)

H15/9末 予想

(2.15%)

◆

金融円滑化措置がな
かった場合4%程度

今
中
期
経
営
計
画
の
目
標
値
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２．不良債権の内訳

不良債権（金融再生法開示債権）の残高

※億円未満は切り捨てて表示しております。

1先10億円以上のＢ３、Ｂ２債権

合計　1兆3,119億円

335億円

その他要注意債権
（Ｂ１と1先10億円未満のＢ３、Ｂ２）

破産更生債権及び
これらに準ずる債権（Ｄ，Ｅ）

297億円

危険債権（Ｃ）

560億円

要管理債権（Ｂ４）

404億円

合計　1兆2,546億円

平成20年3月末 平成21年3月末平成15年3月末

合計　1兆2,247億円

2,036億円

正常債権（Ａ）

9,484億円

　Ｃ　　　　　　　  　　　　　　　186億円

　Ｂ４　　　　　　　 　  　　　　　52億円

1先10億円以上のB3、B2　 105億円

Ｄ，Ｅ　　　　　　　　　　　　  　141億円

　Ｃ　　　　　　　　　　  　　　　185億円

Ｂ４　    　　　　　　 　　　　　145億円

1先10億円以上のB3、B2　　52億円

Ｄ，Ｅ　　　　　　　　　　　　  　185億円

A

9,939億円

その他要注意先

2,079億円

その他要注意先

1,539億円

A

10,182億円

525億円 529億円472億円
424億円
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３．与信リスクの分散－優良先にも禁欲的に（不良先もかつては優良先）

１．１先与信額５０億円超 ２．１先与信額２５億円超５０億円以下

３．１、２以外の信用与信額１０億円超

13先 10先 8先 8先 6先 3先 2先

※当行の行内格付

（11）

（5）

（6）

（16）

（4）

（18）

（5）

74,939
66,742

74,088

A先 B先 C～E先

※（）内は先数。

67,162

85,561 89,659

（30）

（5）
（4）

（44）

（6）
（1）

（48）

（5）
（1）

百万円

百万円

百万円

A … 正常先

B … 要注意先

C … 破綻懸念先

D … 実質破綻先

E … 破綻先
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４．自己資本比率・TierⅠ比率 の推移

※「H18/3末」までは旧基準、「H19/3末」以降は新基準にて算出。
※新基準における信用リスクについては「標準的手法」、オペレーショナルリスクについては「基礎的手法」を採用。

自己資本比率

TierⅠ比率

Ｈ22/3末予

今
中
期
経
営
計
画
の
目
標
値

今
中
期
経
営
計
画
の
目
標
値

国
際
基
準

国
際
基
準

国
内
基
準

国
内
基
準

H20/3末 H21/3末

自己資本 （百万円） Ａ 101,560 100,454

うち　TierⅠ （百万円） Ｂ 68,271 67,265

リスクアセット （百万円） Ｃ 970,152 956,573

自己資本比率 （％） A／Ｃ 10.46 10.50

TierⅠ比率 （％） Ｂ／Ｃ 7.03 7.03

特例措置による

軽減効果：3,521
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☆中核的資本に占める繰延税金資産の割合

H15/9末 H17/3末 H18/3末 H19/3末 H20/3末 H21/3末

ＴｉｅｒⅠ中（Ａ）の比率 56.25% 28.95% 21.32% 13.79% 20.32% 24.24%

ＴｉｅｒⅠ中（Ｂ）の比率 61.58% 45.94% 34.68% 28.63% 29.10% 31.24%

５．繰延税金資産

過去のﾋﾟｰｸ

評価性引当額
５，５６４百万円

評価性引当額
４，９８４百万円

評価性引当額
９，８５４百万円B/S計上繰延税金資産（Ａ）

８，４３２百万円

B/S計上繰延税金資産（A）
１３，８７３百万円

繰延税金資産（Ｂ）
２１，０１８百万円

B/S計上繰延税金資産（A）
１６，３０７百万円

繰延税金負債
４，７１０百万円

評価性引当額
８，７３８百万円

繰延税金資産（Ｂ）
２９，８７２百万円

B/S計上繰延税金資産（Ａ）
２７，２８８百万円

繰延税金負債
２，５８３百万円

評価性引当額
１０，１５９百万円B/Ｓ計上繰延税金資産（Ａ）

１２，１７２百万円

繰延税金資産（Ｂ）
１７，４９６百万円

H21/3末

H19/3末

H20/3末

H18/3末

繰延税金負債
５，９９９百万円

H15/9末
（過去のﾋﾟｰｸ）

繰延税金資産（Ｂ）
１９，７９３百万円

繰延税金負債
７，６２１百万円

繰延税金資産（Ｂ）
１９，８７３百万円

繰延税金負債
９，０６４百万円
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前年比
1 資金利益 29,571 29,512 △ 59
2 資金運用収益 35,257 34,472 △ 785
3 貸出金利息 27,128 26,944 △ 184 △0.6%

4 有価証券利息配当金（国内） 6,750 6,943 +193 +2.8% 国内有価証券平残　 ＋2.0%
5 有価証券利息配当金（国際） 849 22 △ 827 国内有価証券利回り　 ＋0.7%（1.263%→1.273%）
6 その他 530 561 +31
7 資金調達費用 5,687 4,961 △ 726
8 預金等利息 4,359 4,419 +60

9 その他（国内） 513 503 △ 10
10 その他（国際） 814 38 △ 776
11 役務取引等利益 3,597 2,835 △ 762
12 役務取引等収益 6,916 6,401 △ 515

13 役務取引等費用 3,319 3,566 +247
14 その他の業務利益（除債券5勘定尻） 1,209 998 △ 211
15 その他の業務収益（　　　〃　　　） 1,209 998 △ 211
16 その他の業務費用（　　　〃　　　） 0 0 0
17 業務粗利益（　　　　〃　　　　） 34,378 33,346 △ 1,032
18 経費 24,445 24,035 △ 410
19 コア業務純益 9,933 9,310 △ 623
20 クレジットコスト 3,539 7,815 +4,276
21 一般貸倒引当金繰入額 2,563 △ 1,795 △ 4,358
22 個別貸倒引当金繰入額 1,741 8,959 +7,218
23 債権売却損等 △ 765 651 +1,416
24 国債等債券損益（5勘定尻） 125 △ 553 △ 678
25 株式等損益（3勘定尻） △ 314 △1,839 △ 1,525
26 その他の臨時損益 △ 99 △ 111 △ 12
27 経常利益 6,103 △ 1,010 △ 7,113
28 特別損益 △ 1,140 △ 63 +1,077
29 税引前当期純利益 4,963 △ 1,073 △ 6,036
30 法人税等・法人税等調整額 △ 2,721 △ 1,121 +1,600
31 当期純利益 7,685 47 △ 7,638

備　　　　　　　　　　　　　　考

注2：△1,839中、株式等償却　3,295

注1：

ｽﾃｯﾌﾟｻﾎﾟｰﾄ支払保証料の増加　＋240　

物件費の減少　△498　

＋0.2%
△0.9%（2.256%→2.234%）

＋1.1%
0.235%→0.238%
2.021%→1.996%

投資信託関係　前年比△283
年金保険関係　前年比＋53

預金等平残
国内預金利回り
国内預貸金利回り差

番号 項 目 平成19年度

貸出金平残
貸出金利回り

平成20年度

3+4+5+6

1+11+14

19-20+24+25+26

17-18

8+9+10

2-7

12-13

15-16

27+28

29-30

21+22+23 ｸﾚｼﾞｯﾄｺｽﾄ
貸出金平残

＝0.64%

△0.025ﾎﾟｲﾝﾄ

６．平成20年度損益の状況

※単位は百万円、百万円未満は切り捨てて表示しております。

（売却益）

★ 外貨建債券
については、
H20年3月よ
り運用を停止

注1

注2

★
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1 資金利益 29,512 29,300 △ 212

11 役務取引等利益 2,835 3,200 +365

18 経費 24,035 24,700 +665

19 コア業務純益 9,310 8,400 △ 910

20 クレジットコスト 7,815 5,200 △ 2,615

27 経常利益 △ 1,010 3,700 +4,710

31 当期純利益 47 1,000 +953

注1　

注2　株式等償却　0

備　　　　　　　　　　　　　　考

＋4.1%
△5.7%（2.234%→2.106%）
△8.8%
△4.0%（1.273%→1.222%）
0.238%→0.156%
1.996%→1.950%

貸出金平残
貸出金利回り
国内有価証券平残
国内有価証券利回り
国内預金利回り
国内預貸金利回り差

前年比
番号 項 目 平成20年度 平成21年度

ｸﾚｼﾞｯﾄｺｽﾄ
貸出金平残

＝0.41%

△0.046ﾎﾟｲﾝﾄ

７．平成21年度業績見通し－我慢の１年

※単位は百万円、百万円未満は切り捨てて表示しております。

（ご参考：業績見通しの前提）

注1

注2

H20年度

H21年
1～3月期 4～6月期 7～9月期 10～12月期

H22年
1～3月期

GDPの四半期パターン（前期比） △4.0% 0.3% 0.5% 0.6% 0.4%

日銀の政策金利（無担O／Nの誘導水準） 0.10% 0.10% 0.10% 0.10% 0.10%

貸出金利回り 2.18% 2.13% 2.10% 2.10% 2.10%

預金等利回り 0.19% 0.19% 0.17% 0.16% 0.15%

H21年度
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前年比 備　　　　　　　考

（資産の部）

1 現 金 預 け 金 、コ ー ル ロ ー ン

買 入 金 銭 債 権 、特 定 取 引 資 産 166,629 183,356 +16,727

金 銭 の 信 託 、 短 期 社 債

2 有 価 証 券 （除 く短 期 社 債 ） 509,094 479,925 △ 29,169

3 貸 出 金 1,201,059 1,232,628 +31,569

4 外 国 為 替 ・ そ の 他 資 産 10,253 21,256 +11,003

5 有 形 ・ 無 形 固 定 資 産 31,856 33,313 +1,457 　　　　　　ﾊﾞﾙｸ等不良債権処理　△15,230

6 繰 延 税 金 資 産 13,873 16,307 +2,434

7 支 払 承 諾 見 返 18,463 16,312 △ 2,151

8 貸 倒 引 当 金 △ 22,050 △ 22,572 △ 522

9 1,929,179 1,960,528 +31,349

（負債の部）

10 預 金 1,744,956 1,772,352 +27,396 　　　　

11 譲 渡 性 預 金 30,974 39,435 +8,461

12 コ ー ル マ ネ ー ・ 借 用 金 22,553 21,728 △ 825 （注1）うち劣後特約付借入金　20,500

13 外 国 為 替 ・ そ の 他 負 債 6,961 7,883 +922

14 賞 与 引 当 金 ・退 職 給 与 引 当 金 11,980 12,479 +499

15 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 614 682 +68

16 睡 眠 預 金 払 戻 引 当 金 102 113 +11

17 再 評 価 に 係 る 繰 延 税 金 負 債 6,511 6,499 △ 12

18 支 払 承 諾 18,463 16,312 △ 2,151

19 1,843,118 1,877,489 +34,371

20 86,061 83,039 △ 3,022

21 1,929,179 1,960,528 +31,349負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計

合 計

合 計

純 資 産 の 部 合 計

番号 項 目 平成20年3月末 平成21年3月末

国内債券　　　　　　　　　　　　　　△22,030
（除く　短期社債）
円建外債（政府保証）等 　　　　　　　＋5,000
株　　　式　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　△10,461

うち個人預金の増加　+22,871
　　　　　　　　　　　　　(1,253,919→1,276,790）
別途、個人預かり資産残高（※）増加
　　　　　　　　　　　　　　+15,266
　　　　　　　　　　　　　（194,897→210,163）

（注1）

８．平成20年度末資産・負債・純資産の状況

※単位は百万円、百万円未満は切り捨てて表示しております。

※「個人預かり資産残高」は、投資信託、個人年金保険、公共債の合計額。
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15,299

16,571
7,783

△ 4,968
△ 6,941

2,017

2,473
4,820

1,240

△ 799

△ 812

△ 474

△ 10,000

△ 5,000

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

473 472 368

932 1,105 1,031

1,831 1,759
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410
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424659 5000
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1,2081,228
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1,799

1,040

824

488

190
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5

6

９．有価証券の状況

１．有価証券残高（ＢＳ計上額）

億円

百万円

Ｈ20/3末

２．「その他有価証券」の評価損益

※億円未満は切り捨てて表示しております

３．円建債券の残存期間別残高

4,799

5,340

14,677

11,476

国債

変動利付国債

地方債

短期社債

株式

外国証券

その他

（H21/3末）

※百万円未満は切り捨てて表示しております

Ｈ21/3末Ｈ20/9末

株式 債券（除く変国） 変動利付国債
その他

10,056

5,153

社債

※「1年以内」には変動利付債を含む
※億円未満は切り捨てて表示しております

単位：億円

※変動利付国債は0.5年として算出

1年以内

1年超～3年以内

3年超～5年以内

7年超～10年以内

5年超～7年以内

10年超

４．国内債券の平均残存期間と10BPV

政
府
保
証
付
サ
ム
ラ
イ
債
等
へ
の
投
資

変動利付国債の時価については、当事業年度末におい
ては合理的に算定された価額をもって貸借対照表計上額
としております。これにより、市場価格をもって貸借対照

表価額とした場合に比べ、「有価証券」は7,528百万円増
加、「繰延税金資産」は3,033百万円減少、「その他有価
証券評価差額金」は4,494百万円増加しております。

その他の内訳：REIT７、その他の投資信託25、投資事業組合10
その他の内訳：REIT７、その他の投資信託25、投資事業組合10

H20/3末 H20/9末 H21/3末

平均残存期間 （年） 2.80 2.56 2.47

10BPV （百万円） 1,093 972 910
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0

500

1,000

1 2 3

１０．統合的リスク管理

TierⅠ

686

その他
68

H21/3末現在

資本配賦原資

資本配賦と統合的リスク量（H21/3末現在）

信用ﾘｽｸ
115

株価価格
変動ﾘｽｸ

260

金利ﾘｽｸ
140 ｵﾍﾟﾘｽｸ

54

バッファー
185

754

H21/3末

資本配賦状況

H21/3末

ﾘｽｸ量

信用ﾘｽｸ
105

株価価格
変動ﾘｽｸ

219

金利ﾘｽｸ
77

ｵﾍﾟﾘｽｸ
54 未使用資本

112

※計測方法：完全再評価方式

※金利ｼｮｯｸ幅：ﾊﾟｰｾﾝﾀｲﾙ値

※ｺｱ預金：H20/12より内部モデルにて計測

※その他＝その他有価証券評価差額金

リスク計測基準

569

456

億円

※億円未満は切り捨てて表示しております。

信用ﾘｽｸ … 保有期間 1年

信頼区間 99%

金利ﾘｽｸ … 保有期間 1～60日

信頼区間 99%

株価価格変動ﾘｽｸ … 保有期間 20～125日

信頼区間 99%

ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾅﾙﾘｽｸ … ﾊﾞｰｾﾞﾙⅡ基礎的手法

※相関は考慮しておりません。

アウトライヤー比率（アウトライヤー比率（H21/3H21/3末）末）

金利リスク量
（百万円）

TierⅠ+TierⅡ
（百万円）

ｱｳﾄﾗｲﾔｰ比率

852 100,454 0.84%

（H20/9現在）



14

　１１．第１２次中期経営計画のテーマ

　１２．第１２次中期経営計画の進捗状況

　　

・・・１５　

・・・１６　

Ⅱ部　第１２次中期経営計画の進捗状況
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１１．第１２次中期経営計画のテーマ

　第12次中期経営計画

　　計画期間　：　平成19年4月～平成22年3月

　　テーマ　　　：　より深く、お客さまの暮らし、事業、そして心の中へ

　　　　　　　　　　　　　～「さぎんさん」と呼ばれる銀行をめざして～　

お客さまの暮らしへの
サービス

お客さまの暮らしへの
サービス

お客さまの事業活動の
サポート

お客さまの事業活動の
サポート

お客 さまとの 心 の 触れ 合い

人 材 の 育 成

経 営 上 の 課 題

お客さまの繁栄お客さまの繁栄 地域社会の発展地域社会の発展

当行の収益の増加と
当行の繁栄

当行の収益の増加と
当行の繁栄 株主様のご満足株主様のご満足

従業員の満足度の
向上

従業員の満足度の
向上

（イ メ ー ジ 図 ）
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番号

コア業務純益　　（注1） （百万円） 1 9,879 9,933 9,310 11,700

当期純利益 （百万円） 2 4,899 7,685 47 5,600

ＲＯＥ　　（注2） 3 6.07% 9.04% 0.05% 6.00%

自己資本比率 4 9.76% 10.46% 10.50% 10.60%

ＴｉｅｒⅠ比率 5 6.29% 7.03% 7.03% 7.30%

6
13.79%

(28.63%)
20.3%

(29.1%)
24.2%

(31.2%)
1.0%

(13.9%)

不良債権比率 7 5.87% 3.85% 3.38% 3.2%

同貸倒引当金控除後の比率 8 2.04% 2.23% 2.07% 1.4%

ＯＨＲ 9 72.73% 70.8% 73.2% 68.0%

Ｈ21年度
目標項　　目

ＴｉｅｒⅠ中
繰延税金資産の比率　（注3）

Ｈ18年度
（発射台）

Ｈ20年度
実績

Ｈ19年度

１２．第１２次中期経営計画の進捗状況

注1：一般貸倒引当金繰入前、債券5勘定尻調整後の業務純益。

注2：当期純利益÷{　（期首自己資本＋期末自己資本）　÷2　}

注3：カッコ内は繰延税金負債控除前

注4：繰延税金負債はH21年度末の有価証券評価損益をH18年度並として計算。

（注4）
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　Ⅲ部　貸出金利息増加策

　１３．貸出金平残　四半期別前年比　

　　　　　　全店、佐賀・長崎、福岡、東京

　１４．佐賀と福岡－巨大な福岡市場

　１５．福岡戦略＝事業性貸出金の増加策

　１６．福岡戦略の成果

　１７．佐賀・長崎地区での事業性貸出金の増加策

　１８．住宅ローンの状況

　１９．消費者ローン増加策

　

・・・１８～２１

　

・・・２２　

・・・２３　

・・・２４

・・・２５

・・・２６～２７

・・・２８
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１３－１．貸出金平残　四半期別前年比

H18年度 H19年度

＋195

△87

＋349

＋125

△72

＋261 ＋314 ＋180

＋74

＋68
△58

△50

0

4～6月期 7～9月期 10～12月期 1～3月期

H19年

※事業性貸出金は総貸出金から政府向け、地公体向けおよび個人ローンを除いたものです。

※単位は億円、億円未満は切り捨てて表示しております。

4～6月期 7～9月期 10～12月期 1～3月期
H20年

＋76

△48

＋135

＋98

△48

＋188 ＋99

＋96

△47

＋188

＋84

△42

住宅アパートローン

消費者ローン

事業性貸出金（ﾊﾞﾙｸ等が無かったとした場合）

＋68

△34

＋201

H20年度

4～6月期

全　店

＋47

△28

＋278

7～9月期 10～12月期 1～3月期
H21年

＋18

△22

＋359

△20

△22

＋486

（う
ち
緊
急
保
証
制
度
　
　
）

+268

（うち緊急保証制度　＋47）
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１３－２．貸出金平残　四半期別前年比

＋97

△64＋31

＋58

△54

△31
＋64 ＋76

＋31 ＋30

△45 △39

0

＋46

△38

＋32

＋68

△39

＋89 ＋20

＋64

△39

△2

＋54

△34

住宅アパートローン

消費者ローン

事業性貸出金（ﾊﾞﾙｸ等が無かったとした場合）

＋38

△27△28

H18年度 H19年度

佐賀・長崎

H19年

※事業性貸出金は総貸出金から政府向け、地公体向けおよび個人ローンを除いたものです。

※単位は億円、億円未満は切り捨てて表示しております。

＋17

△22△1 △4
△2 △16

＋54

△28

△15

4～6月期 7～9月期 10～12月期 1～3月期 4～6月期 7～9月期 10～12月期 1～3月期
H20年

4～6月期 7～9月期 10～12月期 1～3月期
H21年

H20年度
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１３－３．貸出金平残　四半期別前年比

＋98

△22

＋188

＋67

△17

＋197 ＋166 ＋71

＋43

＋38

△13

△10

0

＋30

△9

＋22

＋30

△9

＋18 △2

＋31

△8
＋82

＋29

△7

住宅アパートローン

消費者ローン

事業性貸出金（ﾊﾞﾙｸ等が無かったとした場合）

＋30

△6

＋117

福　岡

※事業性貸出金は総貸出金から政府向け、地公体向けおよび個人ローンを除いたものです。

※単位は億円、億円未満は切り捨てて表示しております。

＋30

△5

＋126

＋20

△5

＋157

＋8

△6

＋202

4～6月期 7～9月期 10～12月期 1～3月期

H19年
4～6月期 7～9月期 10～12月期 1～3月期 4～6月期 7～9月期 10～12月期 1～3月期

H20年 H21年

H18年度 H19年度 H20年度
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１３－４．貸出金平残　四半期別前年比

＋128＋95 ＋83 ＋31

0
＋79＋81 ＋81 ＋108

住宅アパートローン

消費者ローン

事業性貸出金（ﾊﾞﾙｸ等が無かったとした場合）

＋111

東　京

H19年 H20年

※事業性貸出金は総貸出金から政府向け、地公体向けおよび個人ローンを除いたものです。

※単位は億円、億円未満は切り捨てて表示しております。

＋153 ＋206 ＋229

H21年
4～6月期 7～9月期 10～12月期 1～3月期 4～6月期 7～9月期 10～12月期 1～3月期 4～6月期 7～9月期 10～12月期 1～3月期

H18年度 H19年度 H20年度
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１４．佐賀と福岡－巨大な福岡市場

※人口は平成2１年４月1日現在の推計人口。
※事業所数は平成18年10月1日現在の民営事業所数。
※当行店舗数は出張所を含む。

福岡県

佐賀県

長崎県

当行の店舗ネットワーク

※東京支店及び出張所は除いております。

※貸出金、預金のシェアは平成21年3月末現在残高ベース。

※福岡県の地域内シェアは当行営業地域。

佐賀県 福岡県

人口（人） 852,583 5,052,510

事業所数 40,054 219,250

当行店舗数 60 38

佐賀県 福岡県

貸出金 52.7% 34.8%

預金 77.6% 20.0%

貸出金 45.0% 2.6%

預金 55.3% 1.5%

当行内でのシェア

地域内でのシェア
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１５．福岡戦略＝事業性貸出金の増加策　

佐賀県

福岡県

　平成１２年　６月　法人営業室法人営業室を設置

　

　

　平成２０年　６月　ご商売サポートグループご商売サポートグループ新設

　平成２１年　６月現在　１９名（ﾏｲﾎｰﾑｾﾝﾀｰ除く）

１．法人渉外室の設置とその拡充

平成１９年　４月　小倉に北九州分室北九州分室を設置

　　　　　　　　　　　専担者２名を配置

平成２０年　４月　医療専担者１名増員

平成２０年　４月　久留米に筑後分室筑後分室を設置

　　　　　　　　　　専担者２名を配置

平成２０年１２月　医療専担者１名増員

２．融資戦略店舗と専担者の配置

　平成１５年　２月　７店舗を融資戦略店舗に指定

　　　　　　　　　　　　　福岡、博多、渡辺通、西新町福岡、博多、渡辺通、西新町
　　　　　　　　　　　　　箱崎、久留米、博多駅東　　　　　　　　　　　　　箱崎、久留米、博多駅東

　

　

専担者：15名

平成１７年　４月　小倉支店小倉支店を追加

平成２０年　４月　八幡支店八幡支店を追加 専担者：2名

専担者：2名

当行の福岡県内貸出金シェア：２．６%
※平成21年3月末現在
※福岡県は当行営業地域の合計額

平成１８年１０月　医療専担者を２名配置

３．成長地域への営業力強化

各支店レベルでの
優良企業の開拓

福岡地区での中堅
優良企業の開拓

平成２１年　６月現在　９店舗　専担者２１名

九州大学が伊都地区に一部キ
ャンパスを移転、成長が見込
める地域として営業力を強化

地下鉄七隈線が開通しその沿
線は成長が見込める地域とし
て営業力を強化

※　　　　は指定当初に配置した人数

（億円） うち実行案件
佐賀・長崎 3名 42 36
福岡 4名 84 43
計 7名 126 79

医療専担者
専担者が関与した案件

※主な営業店支援（H20年度）
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3,841

3,978

4,128 4,114
4,202

31.6%

32.7%

34.4% 34.2%
34.8%

3,000

3,500

4,000

4,500

H16年度 H17年度 H18年度 H19年度 H20年度

152 167 172
212

266

3.89% 4.03% 4.11%

6.21%

5.06%

0

100

200

300

H17/3末 H18/3末 H19/3末 H20/3末 H21/3末

87
148

228
309

355
2.23%

3.59%

5.43%

8.27%
7.38%

0

100

200

300

400

H17/3末 H18/3末 H19/3末 H20/3末 H21/3末

１６．福岡戦略の成果

１．福岡県内における貸出金平残の推移 ２．法人渉外室の開拓先の融資残高推移

３．融資開拓専担者の開拓先の融資残高推移

億円

億円

※億円未満は切り捨てて表示しております。

億円

当行内における福岡地区の割合

融資残高／福岡県内総貸出残高

融資残高／福岡県内総貸出残高

ﾊﾞﾙｸ等の
影響で減少

0
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１７．佐賀・長崎地区での事業性貸出金の増加策

佐世保地区

伊万里地区

唐津地区

鳥栖地区

福岡県

佐賀県

長崎県

営業力強化

長崎地区

　平成１６年　６月　鳥栖地区、伊万里地区、唐津地区へ増強

　平成１７年　４月　伊万里地区、長崎地区、佐世保地区へ増強

　平成２０年　４月　鳥栖地区、伊万里地区へ増強

　

　

融資戦略店舗と専担者の配置

　平成１７年　４月　佐世保支店佐世保支店を指定

　平成１９年１０月　専担者を２名増員

専担者：2名

医療分野への取組み強化

平成１６年　4月　営業推進部に専担者１名配置

平成１７年　４月　専担者を１名増員

平成１８年　４月　専担者を１名増員

平成２０年１２月　クリニック開業ローンの取扱開始

法人渉外室の設置（平成20年6月）

ビジネスマッチング、Ｍ＆Ａ、事業承継、医療、県内進出企業へのア
プローチ等の強化

当行の佐賀県内貸出金シェア：４５．０%
※平成21年3月末現在
※郵貯銀行、農協、労金を除く。

（営
業
店
）

（本
　
部
）

平成２１年　６月現在　１店舗　専担者４名

※　　　　は指定当初に配置した人数
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2,403 2,483 2,411

477
471

475

0

1,000

2,000

3,000

H19/3末 H20/3末 H21/3末

１８．住宅ローンの状況①－慎重対応で足踏み（審査基準厳格化）　

特約住宅ローン

億円

１．住宅ローン残高の推移

特約以外の住宅ローン

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

H18/4 H18/10 H19/4 H19/10 H20/4 H20/10
0.00

1.00

2.00

3.00

4.00

3年 5年 10年 残存年数

2.79年

3.46年

年
特約住宅ローン月別実行金額

と平均残存年数の推移

残存年数は徐々に長期化

特約期間10年の実行比率高まる

百万円

2,880
2,955

2,887

２．固定期間の長期化の状況

★H20/4より慎重対応
総合表彰の評価項目より

　「住宅ローン残高増加目標達成率」

　をはずす
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0.0%

1.0%

2.0%

3.0%

H18/4 H18/10 H19/4 H19/10 H20/4 H20/10

特約10年 10年SWAP 10年国債

0

50

100

150

200

H18.4 H18.10 H19.4 H19.10 H20.4 H20.10

１８．住宅ローンの状況②

新規実行金利と市場金利の比較

競合激化によりスプレッドは縮小

※SWAPレート、国債金利は月中平均値を1ヶ月後ズレさせたものです。

４．保証会社の代位弁済の推移

百万円

３．金利の低下状況（金利競争）

★H20/4より慎重対応

★H20/4より慎重対応

☆スプレッドの年度平均の推移

H17年度 H18年度 H19年度 H20年度

新規実行金利と10年SWAP 1.12% 0.45% 0.39% 0.48%

新規実行金利と10年国債 1.20% 0.64% 0.57% 0.61%
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★ＡＴＭカードローンＡＴＭカードローンの拡充 ★モテカカードローンモテカカードローンの推進
H18/10　取扱開始

H21/4　　対象先拡大

H17/7　モテカカード取扱開始

１９．消費者ローン増加策－新たな顧客層へ　

消費者ローン残高の推移

★らくらくローンらくらくローンの推進

百万円

百万円 モテカカード会員数 の増加

※ﾓﾃｶｶｰﾄﾞとは当行本体発行のｷｬｯｼｭｶｰﾄﾞ一
体型のｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞでｶｰﾄﾞﾛｰﾝやﾘﾎﾞ払い・割賦
支払機能のほか、ｹｰﾀｲｸﾚｼﾞｯﾄ機能やETCｶｰﾄﾞ
機能などのを搭載したものです。なお、「ﾓﾃｶ」
は「みんなにﾓﾃﾓﾃ」、｢気軽にﾓﾃﾙ｣、｢ ﾓｯﾃて役
に立つｶｰﾄﾞ｣という意味の造語です。

新たな顧客層への消費者ローンの推進

無担保証貸ローン

BCカードローン

46,120

無担保カードローン

有担保証貸・カードローン

0

47,835

51,387

300

873

1,167

0

500

1000

1500

H19/3末 H20/3末 H21/3末

百万円

無担保証貸ローンの主力商品

非推進商品→今後も残高は減少

名

百万円

881

1,346 1,511

64,349

90,157
100,318

0

500

1,000

1,500

2,000

H19/3末 H20/3末 H21/3末
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　Ⅳ部　　役務取引等利益増加策

　２０．役務取引等利益の状況

　２１．役務取引等利益の増加策

　２２．役務取引でも福岡重視へ

・・・３０

・・・３１

・・・３２
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投資信託 保険関係

２０．役務取引等利益の状況

１．役務取引等利益の推移

※役務取引比率＝役務取引等利益／コア業務粗利益

百万円

２．投資信託・保険関係手数料

754

901

984

３．個人預り資産残高の推移

百万円

1,744

2,101

1,948

※百万円未満は切り捨てて表示しております

※億円未満は切り捨てて表示しております※百万円未満は切り捨てて表示しております

億円
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２１．役務取引等利益の増加策

営業店のハード・ソフト面の充実および本部支援体制を併せ、個人預かり資産の増加を図る

ロ ー カ ウ ン タ ー

15時ゾーン

自

動

貸

金

庫

室

相 談 ブ ー ス

17時ゾーン

18時以降
ゾーン

ﾛﾋﾞｰ入金機

総合受付
ｶｳﾝﾀｰ

ﾃﾞｲﾃﾞﾎﾟｼﾞｯﾄ

ATM

● ●
ｸｲｯｸ
ｺｰﾅｰ

●

両替機● ●

マネーアドバイザー（※）マネーアドバイザー（※）

新店舗のコンセプト

窓　　　　　口　　　　　係

ソフト面の充実ソフト面の充実

●一般職・パートタイマーの販売資格取得

●店頭営業・事務力認定制度によるスキルアップ

●「窓口チーム」の個人表彰制度

ハ
ー
ド
面
の
充
実

ハ
ー
ド
面
の
充
実

PBPB推進室推進室

CFACFA

証券仲介室証券仲介室 法人渉外室法人渉外室

（営業推進部）（営業推進部）

ご商売サポートご商売サポート

グループグループ

（福岡本部）（福岡本部）
（リテール） （ホールセール）

ビジネスマッチング、事業承継、M&A等

お客さまのご来店目的に応じて

★法人ソリューション営業

※マネーアドバイザーとは、預かり資産の専門的知識を備えた行員で、各営業店の預かり資産の販売リーダーとして行員に対する指導や本部と協力して預かり資産販売の中心的役割を担います。

導入店舗

H17年度 水ヶ江（第1号店）

H18年度 福岡、津古、佐賀医大前、三間坂、姪浜

H19年度 本店営業部、和多田

H20年度 鳥栖支店建替え（詳細はP.35）
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２２．役務取引でも福岡重視へ

【地域別預かり金融資産店頭販売シェア】

福岡県内の店頭販売比率を高め、当行全体の
店頭販売比率向上につなげる

女性総合職を投入

ＣＳ向上⇒収益力向上

「店頭販売力」と「ＣＳ」それぞれ
のレベルアップのために

女性総合職の配置
⇒定期的に外部研修等へ派遣
⇒行員のレベルアップと他職員
　への指導

課題解決の施策

リテール強化店舗を指定

人材の育成

ＣＳ向 上・収益力向上

近隣の店舗へも

ノウハウを波及

当行全体の店頭

営業力強化へ

佐賀県内は店頭販売比率が１５％程度
一方、福岡県内は５％程度

H18 H19 H20 H18 H19 H20 H18 H19 H20

佐賀 福岡 全店

目標目標15%15%

目標目標30%30%

さぎんハートフルプラス＋さぎんハートフルプラス＋の設置

「ＣＳの向上」と「店頭営業の強化による収益向上」が見込めるエリア・店舗を
リテール強化店舗として選定し、人材の追加配置と研修等による育成を図る

福岡地区に５店舗



33

　Ⅴ部　　経費の削減

　２３．経費の削減

　　　　

・・・３４
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２３．経費の削減

経費の推移経費の推移

物件費 人件費 税金

百万円

24,425

24,858 24,445
24,035

△△201201 △△464464 △△537537

コスト削減プロジェクトの（H18/2～H19/6）成果

三行共同化の削減効果は現在算定中

平成21年度以降毎期　△５４１百万円△５４１百万円

平成21年5月に予定していた新システムの稼動を延期

業務改革プロジェクトの（H19/7～H21/6）成果

★人員の再配置（本部→営業店・推進部門）

コンサル当初見込24名 累計2626名名となる見込

★営業店事務の本部集中化

営業店経由お客さま宛交付物の本部直送

伝票集中センター対象店舗の拡大

為替被仕向センターの拡大

担保関連業務の本部集中化（今後実施予定）
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ＡＴＭ
コーナー

ご参考１　「人・環境に優しい店舗」を目指して

★クイックコーナー

★ご相談専用ブース

屋根付駐車場（屋根付駐車場（5050台中台中2727台）台）

★ご相談専用ルーム

★コミニュケーションスペース

★全自動貸金庫

正面玄関

ソーラーパネル付外灯（４基）

・・・駐車場に太陽光発電システムを採用した高輝度・省エネのLED外灯を設置

ゴムチップ舗装 ・・・建物周りと屋根付通路にゴムの廃材を再利用した舗装

車止め ・・・全ての車止めにゴムリサイクル品を使用

環境への配慮環境への配慮

★多目的トイレ
★総合受付カウンター

鳥栖支店が生まれ変わりました！！鳥栖支店が生まれ変わりました！！

バリアフリー
の

充実

 
佐賀県内金融機関で初めて佐
賀県より「福祉のまちづくり条例
ユニバーサルデザイン（UD）適
合証」の交付を受けました。
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ご参考２　平成２１年度入行式頭取訓示

　　　皆さんの入行を歓迎し、一言歓迎の言葉を述べさせていただきます。今年は平成生れの方もおられます。若々しい皆さんの今後

　の活躍が期待されます。

　と同時に、一年一年が急テンポで移り変っていくことを思い知らされます。

　皆さんが採用内定を受けられてからのこの僅かの間にも、いくつか大きな変化がありました。アメリカでは史上初の黒人大統領

が誕生しました。同じアメリカのサブプライムローン問題に始った金融・経済面での激しい衝撃は、世界中を揺り動かしています。

　皆さんと私とでは五十年程年令の差があります。その五十年は、皆さんが生まれる前の二十数年と、生まれた後の二十数年とに、

ほぼ半分になるでしょう。

　皆さんが生まれる迄の二十数年は、日本経済が拡大・成長を続ける一方、世界的には、「市場経済」を信奉するアメリカを中心と

する自由主義諸国と、「計画経済」を奉ずるソ連を中心とする社会主義諸国との、世界を二分しての対立がありました。

　この対立は、皆さんが生まれて間も無い頃の「ベルリンの壁の崩壊」、ソ連の消滅等を経て、市場主義の勝利に終わりましたが、

その時分になると日本は、それ迄に暴騰していた地価や株価の暴落、ベルリンの壁ならぬいわゆる「バブルの崩壊」に会っていま

す。皆さんが小学校や中学校に通っている間に、いくつもの銀行や証券会社が破綻し、また破綻しないまでも、多くの金融機関が

多額の不良債権に苦しみました。このバブルの崩壊とその底から日本が這い上がる時期は「失われた十年」あるいは「失われた

十五年」と言われています。

　そして日本がこの苦しみから抜け出し、皆さんも無事就職活動ができた現在、今度はアメリカに始まる世界的な金融・経済の大混

乱状態となりました。今回はアメリカやヨーロッパでの少なからぬ金融機関の破綻が報じられています。「金融工学」なるものを

用いての投機的金融商品開発の危うさや、企業の幹部に対する非常識に高額な報酬の支払いなども指弾されています。

　アメリカとソ連の両陣営が対立していた時には、「市場経済」と「計画経済」とが天秤上で釣り合って、経済は市場の働きに委ね

るが、行き過ぎや分配の不公平が生じる場合には政府が介入する、という両者の中庸をとった「混合経済」が穏当なものとして多

くの人々の支持を得ていました。

　しかしソ連が無くなり、「アメリカの一極支配」と言われる状況になると、経済の天秤は大きく市場経済の方に傾き、政府は何も

しない程良い、政府は小さい程良い、という「市場原理主義」が幅を利かすようになりました。

　世界の経済は「アメリカ化」からさらに進んで「ウォールストリート化」し、金（かね）がすべて、競争至上、弱肉強食、勝者総
取り（ウィナーズ・テイク・オール）といった世の中になり始めました。



37

　　そのような中で私は、当行が、少なくとも金（かね）が総てとは考えない銀行として存在してゆくことを期待しています。　

　当行は現在、「さぎんさん」、「佐賀銀行さん」と「さん付け」で呼ばれる銀行になるよう努力しています。

　皆さん当行を受験したり、あるいは当行の内定通知を受けた時、家族や友人の方々に、「佐賀銀行を受けるのよ」とか、「さぎん

の内定をもらったよ」とは言っても、「佐賀銀行さんを受ける」とか、「さぎんさんから内定をもらった」とは言わなかったでし

ょう。そういう時に自然に「佐賀銀行さんの」とか「さぎんさんから」と言っていただける銀行になりたいということです。

　そのために何が必要かというと、それは先ず皆さん自身がお客様から「佐賀銀行の誰々さん」と「さん付け」で呼んでいただける

ようになることです。

　そしてまたそのためには、銀行員としての色々な知識や作法等を身に付けることもありますが、同時に、皆さんの持っている沢山

の「善いもの」をどんどん出していくことです。

　これ迄の皆さんの生活では、どの学校に入ったかとか、成績は何番だったかといったことに気をとられ、気が付かなかったかも知

れませんが、皆さんの中には、誠実さとか、優しさとか、犠牲的精神、あるいは勇気等々数え切れない「善いもの」が沢山詰まって

いるのです。皆さんの財布の中に入っているお金は出すとすぐ無くなってしまいますが、皆さんの中に詰まっている「善いもの」は

出しても出しても無くなりません。それが皆さんの中で「外に出たい」、「外に出たい」と言っているのが聞えませんか。

　法華経というお経に「菩薩」と呼ばれる人達が出てきます。ここで先ず言っておきたいのは、お経というのは法事でお坊さんが読

むためのもののように思われていますが、そうではありません。大昔から種々の苦しみや悩みを抱えた多くの人達が、どうしたらそ

の悩みや苦しみから逃れられるか、考えに考えてきた、その考えの膨大な集積物がお経です。

　お経も最初の頃のものは、どうしたら自分自身を苦しみや悩みから救えるかを書いたものでしたが、何百年か経つうちに、「回り

の者が救われないうちに自分だけが救われようとは思わない」、「回りの人々を救うためにこそ自分は役立ちたい」という考え方が

出て来ました。そしてこういう考え方を持ち他人を救おうと努力する人を「菩薩」と呼ぶようになりました。

　法華経には、その菩薩について、「お釈迦様が法華経を説いていると、地面が激しく振動し、地べたから無数の菩薩が涌（わ）き

出してきて、お釈迦様の回りに集まり、その説法を聴いた」とあります。無数の人間が地面から涌き出したなどというと、なんとい

うくだらない作り話だろう、だからお経はくだらないと思う人もいるでしょう。
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　　しかしこれを、普段は表に出ていないけれども菩薩は皆さんの回りに大勢いるのだ、あるいは皆さんは気が付かなくとも皆さんの

心の中に菩薩が住んでいるのだということを言っていると読み取ることもできるでしょう。

　皆さんを菩薩と呼ぶかどうかは別として、皆さんの中には沢山の「善いもの」が詰まっていることを忘れず、それをどんどん出す

ようにして下さい。

　今回の世界的な混乱を機に、世界がアメリカ一局集中から多極化の方向に変化し、世界中の各地域や国々それぞれの価値観が再評

価されるようになるという期待が高まっています。その場合日本はどういう価値観を世界に発信していけるでしょうか。

　先週は第二回ワールド・ベースボール・クラシックで日本が優勝しました。チームの愛称サムライジャパンの「サムライ」という

のもその一つかも知れません。「菩薩」もそうかも知れません。

　少し話が難しかったかも知れませんが、今日皆さんが社会人としての第一歩を踏み出し、この先五十年を歩き続けていかれるにあ

たって、皆さんの実りある人生を祈って私の挨拶といたします。
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本資料に記載された将来の予測等は資料作成時点の当行の判断であり、将来
の業績等を保証するものではありません。今後、経営環境の変化などにより、
変更される可能性があることにご留意ください。また、本資料は当行の財務状
況および今後の経営ビジョンに関する情報の提供を目的としたものであり、取引
の勧誘を目的としたものではありません。

【お問い合わせ先】

株式会社　佐賀銀行
総合企画部

担当　森田、田辺

ＴＥＬ　０９５２－２５－４５５３


